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議案第９８号 

 

 

令和４年度登米市水道事業会計補正予算（第６号） 

 

 

 （総則） 

第１条 令和４年度登米市水道事業会計の補正予算（第６号）は、次に定める

ところによる。 

 

（収益的収入及び支出） 

第２条 令和４年度登米市水道事業会計予算第３条に定めた収益的支出の予定

額を次のとおり補正する。 

支       出 

（科  目） (既決予定額) (補正予定額) ( 計 ) 

第９款 水道事業費用 2,772,595 千円 156 千円 2,772,751 千円 

第１項 営業費用 2,546,747 千円 156 千円 2,546,903 千円 

 

 

令和４年１２月２日提出 

 

                  登米市長  熊 谷 盛 廣 
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（１）収益的収入及び支出

支　　出
（単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

９ 2,772,595 156 2,772,751

1 営 業 費 用 2,546,747 156 2,546,903

1 原 水 及 び 浄 水 費 517,144 0 517,144

2 配 水 費 375,611 0 375,611

3 給 水 費 118,296 0 118,296

5 業 務 費 199,921 0 199,921

6 総 係 費 74,867 156 75,023

8 減 価 償 却 費 1,167,906 0 1,167,906

9 資 産 減 耗 費 93,002 0 93,002

2 営業外費用 179,417 0 179,417

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

148,341 0 148,341

2 納 付 消 費 税 31,076 0 31,076

3 特 別 損 失 10,371 0 10,371

4 臨 時 損 失 10,041 0 10,041

5 過 年 度 損 益 修 正 損 330 0 330

4 予 備 費 36,060 0 36,060

1 予 備 費 36,060 0 36,060

1． 令和４年度登米市水道事業会計補正予算（第６号）実施計画

 
水
 
 
道
 
 
事
 
 
業
 
 
費
 
 
用
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（単位：千円）

既決予定額 補正後の予定額 比較増減

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は損失） △ 212,699 △ 212,842 △ 143

減価償却費 1,167,906 1,167,906 0

退職給付引当金の増減額(△は減少) △ 7,473 △ 7,473 0

賞与等引当金の増減額(△は減少) △ 617 △ 617 0

長期前受金戻入額 △ 267,316 △ 267,316 0

受取利息及び受取配当金 431 431 0

支払利息 148,341 148,341 0

固定資産売却益（△は損） 0 0 0

固定資産除却損益（△は益） 92,802 92,802 0

未収金の増減額(△は増加) 1,471 1,471 0

未払金の増減額(△は減少) △ 23,534 △ 23,547 △ 13

たな卸資産の増減額(△は増加) △ 3,654 △ 3,654 0

前払費用の増減額(△は増加) 235 235 0

前払金の増減額（△は増加） 231,128 231,128 0

前受金の増減額(△は減少) △ 100,357 △ 100,357 0

その他流動負債の増減額(△は減少) △ 412 △ 412 0

小計 1,026,252 1,026,096 △ 13

利息及び配当金の受取額 △ 431 △ 431 0

利息の支払額 △ 148,341 △ 148,341 0

業務活動によるキャッシュ・フロー 877,480 877,324 △ 156

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,601,830 △ 1,601,830 0

負担金による収入 15,915 15,915 0

補償金による収入 20,985 20,985 0

国庫補助金による収入 166,667 166,667 0

一般会計からの繰入金による収入 128,180 128,180 0

未収金の増減額(△は増加) △ 15,903 △ 15,903 0

未払金の増減額(△は減少) △ 9,010 △ 9,010 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,294,996 △ 1,294,996 0

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための
企業債による収入

748,200 748,200 0

建設改良費等の財源に充てるための
企業債の償還による支出

△ 833,956 △ 833,956 0

他会計からの出資による収入 134,963 134,963 0

加入金による収入 7,384 7,384 0

財務活動によるキャッシュ・フロー 56,591 56,591 0

　 資金増加額 △ 360,925 △ 361,081 △ 156

 　資金期首残高 2,686,693 2,686,693 0

　 資金期末残高 2,325,768 2,325,612 △ 156

２．令和４年度登米市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（補正第６号）

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）
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(単位：千円）
１  営業収益

（１）  給水収益 2,058,000
（２）  その他営業収益 32,490 2,090,490

２  営業費用
（１）  原水及び浄水費 471,754
（２）  配水費 347,547
（３）  給水費 109,317
（４）  業務費 182,549
（５）  総係費 72,552
（６）  減価償却費 1,167,906
（７）  資産減耗費 93,002 2,444,627

営業利益 △ 354,137

３  営業外収益
（１）  受取利息及び配当金 431
（２）  負担金補助金及び補償金 10,223
（３）  事務手数料 51,999
（４）  長期前受金戻入 267,316
（５）  退職給付引当金戻入益 7,473
（６）  雑収益 11 337,453

４  営業外費用
（１）  支払利息及び企業債取扱諸費 148,341
（２）  雑支出 22,500 170,841 166,612

経常利益 △ 187,525

５  特別利益
（１）  その他特別利益 172 172

６  特別損失
（１）  臨時損失 25,189
（２）  過年度損益修正損 300 25,489 △ 25,317

７  当年度純利益（△損失） △ 212,842

８  前年度繰越利益剰余金（△欠損金） 291,957

９  当年度未処分利益剰余金（△欠損金） 79,115

３．令和４年度登米市水道事業予定損益計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）
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             資　　産　　の　　部 （単位：千円）

１　固　定　資　産

(1) 有形固定資産

ア  土　　　地 238,435

イ  建　　　物 1,968,447

  減価償却累計額 △ 843,654 1,124,793

ウ  構　築  物 41,002,204

  減価償却累計額 △ 19,461,458 21,540,746

エ  機械及び装置 6,080,020

  減価償却累計額 △ 3,377,610 2,702,410

オ  車 両 運 搬 具 45,134

  減価償却累計額 △ 22,171 22,963

カ  工具器具及び備品 70,719

  減価償却累計額 △ 67,625 3,094

キ  建設仮勘定 169,214

 有形固定資産合計 25,801,655

(2) 無形固定資産

ア  水  利  権 2,265

イ  電話加入権 2,717

 無形固定資産合計 4,982

(3) 投資その他の資産

ア  長期貸付金 300,000

 投資その他の資産合計 300,000

 固 定 資 産 合 計 26,106,637

２  流  動  資  産

(1)  現 金 預 金 2,325,612

(2)  未 収 金 216,132

 貸倒引当金 △ 4,635 211,497

(3)  貯 蔵 品 31,906

流 動 資 産 合 計 2,569,015

資  産  合  計 28,675,652

４.令和４年度登米市水道事業予定貸借対照表
（令和５年３月３１日）
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           負  債  の  部 （単位：千円）

３  固  定  負  債

(1) 企　業　債  

ア  建設改良費等の財源に
 充てるための企業債

イ  その他の企業債 3,800

 企業債合計 10,048,198

(2) 引  当  金  

ア  退職給付引当金 231,198

 引当金合計 231,198

 固 定 負 債 合 計 10,279,396

４  流  動  負  債

(1) 企　業　債  

ア  建設改良費等の財源に
 充てるための企業債

 企業債合計 820,376

(2) 未　払　金 219,540

(3) 引  当  金  

ア  賞与等引当金 12,087

 引当金合計 12,087

流 動 負 債 合 計 1,052,003

５  繰　延　収　益

 長期前受金 10,698,296

 収益化累計額 △ 4,794,112

 繰延収益合計 5,904,184

負   債   合   計 17,235,583

資  本  の  部

６  資   本   金

(1) 固有資本金 60,092

(2) 繰入資本金（出資金） 4,826,390

(3) 組入資本金 6,451,479

資  本  金  合  計 11,337,961

７  剰   余   金

(1) 資本剰余金

ア  受贈財産評価額 13,706

イ  国庫補助金 9,287

資 本 剰 余 金 合 計 22,993

(2) 利益剰余金

ア  当年度未処分利益剰余金 79,115

利 益 剰 余 金 合 計 79,115

剰   余   金   合   計 102,108

資    本     合     計 11,440,069

負  債  資  本  合  計 28,675,652

10,044,398

820,376
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５．注記事項 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

   平成26年度より改正後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

 

１ 資産の評価基準及び評価方法              

     貯蔵品   先入先出法による原価法 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

     ・減価償却の方法    定額法 

     ・主な耐用年数 

       建物           7年 ～ 50年 

       構築物          10年 ～ 60年 

       機械及び装置       6年 ～ 20年 

       車両           4年 ～  6年 

       工具器具及び備品     2年 ～ 15年 

 

(2) 無形固定資産  

     ・減価償却の方法   定額法 

       水利権          20年 

       電気通信施設利用権    20年 

 

３ 引当金の計上基準 

(1) 退職給付引当金 

当年度末における職員に対する退職手当の要支給額（248,484 千円）から、宮城県

市町村職員退職手当組合における積立金相当額（17,286 千円）を控除した額を計上し

ている。 

  (2) 賞与等引当金 

職員の期末手当、勤勉手当の支給及び手当の支給に伴う法定福利費の支払いに備え

るため、当事業年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当該

事業年度の負担に属する額を計上している。 

     (3) 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上し

ている。 

 

４ その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

 

Ⅱ 予定貸借対照表関係 

  １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

(1) 貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち、一

般会計が負担すると見込まれる額は、198,797千円である。 
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 ２ みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

    (1) 平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現

に資本剰余金として整理している額については、平成２６年３月３１日以前に取得又は

改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別に把握できる資

産を除いたすべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らか

な資産は除く）を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。 

 

 

Ⅲ リース契約により使用する固定資産 

１ リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理としている。 

  

    未経過リース料相当額は、下記の通り。 

    (1) 所有権移転外ファイナンス・リース取引 
 

１年内 3,352千円 

１年超 15,416千円 

合計 18,768千円 

 

 

Ⅳ その他の注記 

１ 賞与等引当金の取崩し 

令和４年度において、職員の期末手当、勤勉手当の支給及び手当の支給に伴う法定福利

費として12,704千円を使用する見込みである。 
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６ ．収 益 的 収 入
 支　　出

9 水 道 事 業 2,772,595 156 2,772,751
費 用

1 営 業 費 用 2,546,747 156 2,546,903

6 総 係 費 74,867 156 75,023

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

千円 千円 千円
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及 び 支 出 見 積 書

12 燃 料 費 87 公用車燃料 58
庁舎暖房燃料 29

13 光 熱 水 費 69 庁舎電気料 69

節
説　　明

千円

区　　分 金　額
千円
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Ａ Ｂ

令和４年度 令和４年度 Ｃ Ｄ

補正第６号 補正第５号 Ａ－Ｂ 伸び率

1 Ａ 営業収益 2,090,490 2,090,490 0 0.0%

2 １給水収益 2,058,000 2,058,000 0 0.0%

3 ２その他営業収益 32,490 32,490 0 0.0%

4 Ｂ 営業費用 2,444,627 2,444,484 143 0.0%

5 １原水及び浄水費 471,754 471,754 0 0.0%

6 ２配水費 347,547 347,547 0 0.0%

7 ３給水費 109,317 109,317 0 0.0%

8 ４業務費 182,549 182,549 0 0.0%

9 ５総係費 72,552 72,409 143 0.2%

10 ６減価償却費 1,167,906 1,167,906 0 0.0%

11 ７資産減耗費 93,002 93,002 0 0.0%

12 Ｃ 営業利益（Ａ－Ｂ） △ 354,137 △ 353,994 △ 143 0.0%

13 Ｄ 営業外収益 337,453 337,453 0 0.0%

14 １受取利息他 431 431 0 0.0%

15 ２負担金・補助金・補償金 10,223 10,223 0 0.0%

16 ３事務手数料 51,999 51,999 0 0.0%

17 ４長期前受金戻入 267,316 267,316 0 0.0%

18 ５退職給付引当金戻入益 7,473 7,473 0 0.0%

19 ６雑収益 11 11 0 0.0%

20 Ｅ 営業外費用 170,841 170,841 0 0.0%

21 １支払利息 148,341 148,341 0 0.0%

22 ２雑支出 22,500 22,500 0 0.0%

23 Ｆ 経常利益（△損失）（Ｃ＋Ｄ－Ｅ） △ 187,525 △ 187,382 △ 143 -0.1%

24 Ｇ 特別利益 172 172 0 0.0%

25 Ｈ 特別損失 25,489 25,489 0 0.0%

26 Ｉ 当年度純利益（△損失）（Ｆ＋Ｇ－Ｈ） △ 212,842 △ 212,699 △ 143 -0.1%

27 Ｊ 前年度繰越利益剰余金 291,957 291,957 0 0.0%

28 Ｋ 当年度末未処分利益剰余金（△欠損金） 79,115 79,258 △ 143 -0.2%

７．損　益　計　算　書　の　推　移
（単位：千円）

列 項    目

比較増減
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（単位：千円）

Ａ Ｂ
列 項      目 令和４年度 令和４年度 Ｃ Ｄ

補正第６号 補正第５号 Ａ－Ｂ 伸び率

1 固 定 資 産 26,106,637 26,106,637 0 0.0%

2    有形固定資産 25,801,655 25,801,655 0 0.0%

3       土地 238,435 238,435 0 0.0%

4       建物 1,124,793 1,124,793 0 0.0%

5       構築物（配水管等） 21,540,746 21,540,746 0 0.0%

6       機械・装置 2,702,410 2,702,410 0 0.0%

7       車両運搬具 22,963 22,963 0 0.0%

8       工具・器具・備品 3,094 3,094 0 0.0%

9       建設仮勘定 169,214 169,214 0 0.0%

10     無形固定資産 4,982 4,982 0 0.0%

11     投資その他の資産 300,000 300,000 0 0.0%

12 流 動 資 産 2,569,015 2,569,171 △ 156 0.0%

13    現金預金 2,325,612 2,325,768 △ 156 0.0%

14    未収金 216,132 216,132 0 0.0%

15    貸倒引当金 △ 4,635 △ 4,635 0 0.0%

16    貯蔵品 31,906 31,906 0 0.0%

17 資 産 合 計 (1+12) 28,675,652 28,675,808 △ 156 0.0%

（単位：千円）

18 固 定 負 債 10,279,396 10,279,396 0 0.0%

19    企業債 10,048,198 10,048,198 0 0.0%

20    退職給付引当金 231,198 231,198 0 0.0%

21 流 動 負 債 1,052,003 1,052,016 △ 13 0.0%

22    企業債(1年以内に償還期限が到来するもの) 820,376 820,376 0 0.0%

23    未払金 219,540 219,553 △ 13 0.0%

24    賞与等引当金 12,087 12,087 0 0.0%

25 繰 延 収 益 5,904,184 5,904,184 0 0.0%

26    長期前受金 5,904,184 5,904,184 0 0.0%

27       受贈財産評価額 438,730 438,730 0 0.0%

28       工事負担金 104,502 104,502 0 0.0%

29       工事補償金 1,692,754 1,692,754 0 0.0%

30       国庫補助金 3,338,786 3,338,786 0 0.0%

31       県費補助金 24,886 24,886 0 0.0%

32       他会計負担金 135,795 135,795 0 0.0%

33       加入金 168,731 168,731 0 0.0%

34 負 債 合 計 (18+21+25) 17,235,583 17,235,596 △ 13 0.0%

35 資  本  金 11,337,961 11,337,961 0 0.0%

36       固有資本金 60,092 60,092 0 0.0%

37       繰入資本金（出資金） 4,826,390 4,826,390 0 0.0%

38       組入資本金 6,451,479 6,451,479 0 0.0%

39 剰  余  金 102,108 102,251 △ 143 -0.1%

40    資本剰余金 22,993 22,993 0 0.0%

41       受贈財産評価額 13,706 13,706 0 0.0%

42       国庫補助金 9,287 9,287 0 0.0%

43    利益剰余金 79,115 79,258 △ 143 -0.2%

44       当年度未処分利益剰余金 79,115 79,258 △ 143 -0.2%

45 資 本 合 計 (35+39) 11,440,069 11,440,212 △ 143 0.0%

46 負 債 ・ 資 本 合 計 28,675,652 28,675,808 △ 156 0.0%

８．貸 借 対 照 表 の 推 移
資産の部

比較増減

負債・資本の部
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